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「イ ンタ ー ン シ ップ の成 果 と課 題

一 受 入 企 業 ア ンケ ー ト結 果 か ら一 」

浅 海 典 子

1.問 題 意 識

若年者 の就 職 率 の低 下生、無業者 や離転職 者 の増加2な どを背 景 と して 、若

者 のキャ リア形成支援 が大 きな課題 とな ってい る。大学 にお けるキャ リア形

成支援 は、従 来か ら進 め られて きた就職 指導 か ら、将来 のキ ャ リア形成 に向

けた指導へ と変化 しつつ ある。労働政策研 究 ・研 修機 構(2004)に よれ ば、

大学就職部 は 「自己理解」 「勤労観 ・職 業観 」 「生 きる こと ・働 くことの意義 」

「職業理解 」 「礼儀 ・マナ ー」 な どの幅広 いテー マに よる指 導 を行い 、低 学年

か らキ ャ リア 形成 へ の意 識 を高 め よ うと して い る3。また、 大 学 と企 業 の連

携 に よるキャ リア形 成支援 へ の要望 も高 く、 「企業 の イ ンター ンシ ップの積

極的受 け入れ 」 を94.7%の 就職 部 が必要 で ある と してい る。

イ ンター ンシ ップ とは、1997年 に文部省 ・通商 産業省 ・労働省(当 時)が

とりま とめた 「イ ンター ンシ ップ推進 に当たっての基本 的考 え方 」に よれ ば、

「学生 が在 学 中に 自 らの専攻 、将来 のキ ャ リア に関連 した就業 体験 を行 うこ

と」 であ る。 従来 よ り、イ ンター ン シ ップ は医療 や教員養成 分野 な どの学校

教育 と職業 とが直結す る場合 に 「実習 」 として導入 され て きた。 しか し上記

の定義 に よるイ ンター ンシ ップは、特 定の専攻 を対象 とせ ず、 また必ず しも

教育体系 に組 み込 まれない な ど、幅広 く捉 え られ て推進 されて いる。

文 部科学省(2005)『 平成16年 度 イ ンター ンシ ップ実施 状況 調査結 果』 に
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よれ ば、単位認 定 を行 う授 業科 目と してイ ンター ンシ ップ を実施 した大学は

418校 であ る。 大学 実施 率 は59.0%で あ り、毎年確 実 に増加 してい る。(図1

イ ンター ンシップ実施大学数 と実施率の推移)ま た授 業科 目としてイ ンター

ンシ ップ を体験 した大 学生 は39,010人 を数 え る。厚 生 労働 省(2005)『 イ ン

ター ンシ ップ推進 のた めの調査研 究委員会 報告書』 で は、単位認 定を受 けた

イ ンター ンシ ップ生 の割 合 に文科省調 査 の学生数 を当ては めて、平成14年 度

に全国 でお よそ12万 人 がイ ンター ンシ ップ に参加 してい る もの と推 計 してい

る(単 位 認 定 を受 けないイ ンター ンシ ップ を含 む)。 平成16年 度 の単位認 定

学生数 に よって推 計すれ ば、全国で お よそ15万 人 の参加 が推測 され る。

図1イ ンターンシップ実施大学数と実施率の推移
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出所:文 部科 学省(2005)『 平成16年 度 イ ンター ンシ ップ実施 状況調査結果』

よ り作成

一方
、学 生 を受 け入れ る企 業側1もイ ンター ンシ ップ を含 む若年者 の キ ャ

リア形成 支援 に積極 的 な姿勢 を示 してお り、た とえば 日本経済 団体連合会 ・

日本 商工 会議 所(2003)「 若 年者 を中心 とす る雇 用促進 ・人材 育成 に関す る
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共同提言 」で は、充実すべ き施策 の トップに 「イ ンター ンシ ップ、 トライア

ル雇用等 の推 進」 を挙 げてい る。

この よ うに 、行政 ・大学 ・企業 が積 極的 に推進 してきたイ ンター ンシ ップ

であ るが、関心 と期待 が高 まる一方 で課題 も見 出 され てい る。大学 に とって

最大 の課題 は 受入 企業数 の確保 で あ り、厚生 労働 省(2005)で は 、50.0%の

大学 が 「企業 の確 保 が難 しい」 と してい る。

企業数 を確 保 す るためには 、企業 のイ ンター ンシ ップ受 け入 れへ の意欲 を

引 き出す 必要 が ある。 それ で は、企業 は どの よ うな 目的 でイ ンター ンシ ップ

学 生 を受 け入れ てい るので あろ うか。厚 生労働省(2005)に よれ ば、企 業の

イ ンター ンシ ップ受 け入れ の 目的は 「学生の就 業意識 向上(67.6%)」 が トッ

プで あ り、い わ ば社会 貢献 が最大 の 目的で あ る。 しか し、 「指導 にあた る若

手社員 の成長(40.7%)」 「地 元の大学 等 との交流 の深化(40.6%)」 「学生 の

配置 に よ る職 場全 体 の活性 化(36.3%)」 な ども指 摘 され 、比 率 は低 いが採

用や繁忙期 の人手確保 を挙 げ る企業 も見 られ る。 この よ うな企業 の受 け入れ

目的 に対 して、大学教育 として可能 な範 囲 で対応 し、受 け入 れへ のイ ンセ ン

テ ィブ を高 め る こ とが 、企業数 の確保 と拡 大 につ なが る もの と考 え られ る。

神奈 川大学 経営 学部のイ ン ター ンシ ップは、1998年 か らのパイ ロ ッ トテ ス

ト期 間を経 て、2000年 に経 営学特殊講義 と してス ター トした。2002年 の新 カ

リキュラムか らは単位認 定 を行 う 「実社 会体験研 究」 と して導入 され 、2004

年 か ら3年次 科 目と して開講 され てい る。2005年 度 のイ ンター ンシ ップ は学

生 による成果 報告会 をもって終 了 し、次年度へ の準備 期 間 を迎 えてい る。 そ

こで本稿 では、2005年 度神奈川 大学経営 学部イ ンター ンシ ップ の受 入企 業へ

の ア ンケー ト調査結 果 お よび訪 問調査 結果 を用 い て、以 下の 点 を検討 す る。

① 神奈川 大学経営 学部 のイ ン ター ンシ ップ受入企業 の 目的 は何か。 ま

たそ の 目的 を達成 し成果 を得 た と評価 して い るか。

② 大学 は受入企業 の 目的 に対応 で きてい るの か。課題 は何 か。

「イ ン ター ンシ ップ の成 果 と課 題一 受入 企業 ア ンケー ト結果 か ら一 」245



2.神 奈 川 大 学 経 営 学 部 の イ ン タ ー ン シ ップ の 概 要

(1)「 実社 会体験研 究」 の学修 目標 と運営

「実社 会体験 研 究」 は、以 下 の4つ の学修 目標 の達成 をめ ざしてい る。①

大学 で学ぶ経 営学 の諸理論 が、実社 会 で どの よ うに活 か され てい るかを研究

す る。② 自己の職 業適性や 興味 関心へ の理解 を深 め る。③職 業人 とな ること

へ の意識 を醸成 し、働 くこ との心構 えを学ぶ。④社会 人 としての基本 的なス

キル や ビジネ スマ ナー を学ぶ。

また この科 目は 「事 前学習 」 「イ ンター ンシ ップ実習」 「成果 報告 」 の3段

階 に分 けて運 営 され る。 各段階 の学習 内容 は以 下の とお りであ る。

「事 前 学 習 」:組 織 の仕 組 み と働 き ・仕 事 の進 め方 ・自己理 解 と他 者 理解 ・

イ ン タ ー ン シ ップ で の コ ミュ ニ ケー シ ョン ・職 場 で の マ ナ ー とル ー ル ・プ

レゼ ン テ ー シ ョン

「イ ン タ ー ン シ ップ 実 習 」:企 業 で の約2週 間 の職 場 実 習 と課題 研 究

「成 果 報 告 」:イ ン タ._._ンシ ップ実 習 の 報 告 書 提 出 、 大 学 と企 業合 同 の成 果

報 告 会 で の発 表

「事 前 学 習 」 は4～7月 の授 業 時 間 内 に 実 施 し、8～9月 の夏 期 休 業 中 に 「イ

ン ター ン シ ップ 実 習 」 を行 った。 成 果 報 告 会 は10月 に 開催 した 。

(2)受 入 企 業 と参 加 学 生

2005年 度 の イ ン ター ン シ ップ受 入 企 業 は 、神 奈 川 県 お よび 東 京 都 の33社 で

あ った 。 そ の 内 訳 は 、 行 政 機 関:3社 、 公 益 法 人:3社 、社 会 福 祉:2社 、製

造:5社 、建 設 ・工事:2社 、運輸 ・ホ テル:2社 、 出版 ・広 告:2社 、商社 ・卸 売:

2社 、 小 売:4社 、 情 報 サ ー一ビス:4社 、 そ の他 サ ー ビス:4社 で あ る。

「実 社 会 体 験 研 究 」 を履 修 しイ ンタ ー ン シ ップ 実 習 に参 加 した の は 、神 奈 川

大 学 経 営 学 部 国 際 経 営 学 科3年 次 生57名 で あ る。 履 修 者 全 員 が イ ンター ン シ ッ
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プ実習 をや り遂 げ、単位 を取得 した。

3.イ ン タ ー ン シ ッ プ 受 け 入 れ の 目 的

(1)ア ン ケ ー ト調 査 概 要

2005年 度 の イ ンタ ー ン シ ップ を評 価 す るた め に 、受 入 企 業33社 を対 象 と し

て ア ン ケー ト調 査 を実 施 した 。成 果 報 告 会 を終 え 、す べ て の プ ロ グ ラ ム が 終

了 した2005年10月20日 か ら11.月10日 の期 間 に ア ンケ ー ト調 査 票 を郵 送 し、 回

収 ・集 計 を行 っ た。32社 か ら回答 を得 た。

(2)イ ンター ンシ ップの受 け入れ 目的

イ ンター ンシ.fプ 受 け入れ の 目的 を尋 ねた結果 が図2で あ る(複 数 回答 、

回答数32社)。 最 も重 視す る 目的(1つ のみ選択)は 、 「神 奈川 大学 との交流

の深化 」 「若年 者失 業率 の悪化や 無業者 の増加 に対 す る社 会 的貢献 」 が とも

に18.8%で 際立 って 多い。 さらに 「あて はま る」 も含 めた比率 を見 る と、8

割以上 の企 業 が 「神奈川 大学 との交流 の深化」 を挙げ てい る。

図2イ ンター ンシ ップ受 け入 れの 目的(MA、n=32)

o% zo% 40% soy 80%100%

神奈川大学との交流の深化 葦'

神奈川大学の学生の就業意識向上

貴社や貴業界に対する大学生の認知度の向上'

若年者失業率の悪化や無業者の増加に対する社会的 .
貢献

貴社や貴業界の一般的な認知度の向上 ・

実習生の指導にあたる、若手社員の動機付けと育成3・

学生の配置による職場全体の活性化3

学生の意見による職場や業務の点検、改善

卒業後に標用したい人材の見極め ・

社内にはない知識や技術一 一 コ 【

匡 も醐 する口あてはま司
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この結果 を厚生 労働 省(2005)の 調 査 と比べてみ る と5(図3受 け入れ 目

的 の比較)、 神 奈川 大学経 営 学部 のイ ンター ンシ ップ受入 企業 で は、大学 と

の交流深 化 を挙 げた企 業 の比 率が高 い こ とがわか る。 さらに、厚生労働 省調

査 では用 意 され てい ない選択肢 で あるが、神奈川 大学経営 学部 のイ ンター ン

シ ップ受 入企 業 の4割 が、 「社 会貢 献 」 を 目的 としてお り、 地元 大学 との連

携や教 育 ・人材 育成への貢献 に対する意欲 が高いことがわかる。

図3受 け入 れ 目的の比較(神 奈川大学経 営学部/厚 生 労働省調査)

0%20%aax60%80%100%

神奈川大学との交流の深化

神奈川大学の学生の就業意識向上

貴社や貴業界に対する大学生の認知度の向上

若年者失業率の悪化や無業者の増加に対する社会的

貢献

貴社や貴業界の一般的な認知度の向上

実習生の指導にあたる、若手社員の動機付けと育成

学生の配置による職場全体の活性化

学生の意見による職場や業務の点検、改善

卒業後に採用したい人材の見極め

社内にはない知識や技術の活用

1回最櫨 視する・あてはまるE労 省調査1

(3)受 け入 れ 目的 別3つ の 企 業 グル ー プ

各 企 業 が選 んだ 受 け入 れ 目的 に よっ て 、回答 企 業32社 は 大 き く3つ の グル ー

プ に分 け る こ とが で き る。

①社会 ・地域 ・大学へ の貢献志 向企 業(20社)

「神奈川大 学 との交流深 化」「自社や業界 の一般的 な認知度 の向上」「若年者

失 業率 の悪化 や無 業者 の増 加 に対す る社会 的貢献 」「神奈 川大 学の学生 の就

業意 識 向上」 を選ん だ企業 で あ り、直接 的 なメ リッ トよ りも地域や社会へ の

貢 献、大学教 育への協力 を志 向す る企 業 グルー プであ る。 回答企業 の中で最
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も多 い20社 を数 え た。

②組織 へ の波及 効果志 向企 業(5社)

「実習生 の指 導 にあ たる、 若手 社員 の動機付 け と育成」 「学生 の配 置 によ る

職場全 体の活性化 」「学生 の意見 による職 場や業 務の点検、 改善」「社 内に は

ない知識 や技 術 の活用」 を重視 す る企 業 であ り、イ ンター ンシ ップ実施 に よ

る変化や何 らかの メ リッ トを見出そ うと してい る5社 の企業 であ る。

③採用活 動志 向企 業(7社)

「卒業 後 に採 用 した い人材 の見極 め」 「自社 や業 界 に対 す る大学生 の認 知度

の向上」 を重 視す る企 業で あ り、イ ンター ンシ ップを採用活 動 に役 立てた い

との意欲 を持 つ企業 が7社 見 出 され た。

4.訪 問 調 査 で 見 出 さ れ た 各 企 業 グ ル ー プ の 特 徴

2005年 度 イ ン ター ンシ ップで は、8～9月 のイ ン タ._._ンシ ップ実習 中に大学

スタ ッフが企 業 を訪 問 して 中間指導 と訪 問調査 を実施 した。 数社 の受 け入れ

担 当者 の発言 を引用 して、イ ンター ンシ ップへ の取組 み 姿勢 や意欲 に関す る

特徴 を、上記 の3つ の企業 グル ープ ご とに検討 した い。

① 社 会 ・地 域 ・大 学 へ の 貢 献 志 向企 業

建 設 業A社

「神 奈 川 大 学経 営 学 部 か らの イ ン ター ン受 け入 れ は3年 目で あ る。 学 生 に

い ろ い ろな経 験 を させ た い の で 、建 設 現 場 へ 連 れ て行 っ た り、 入 札 や 営 業 回

りに 同行 させ て い る。 イ ン ター ン シ ップ 受 け入 れ に よ る見 返 りを期 待 す るつ

も りは な い。 受 け入 れ 学 生 は1人 で は あ る が 、 あ くま で 人 を育 て るつ も りで

協 力 して い る。 した が っ て 、 受 け 入 れ る学 生 に条 件 をつ け るつ も りは な い 。

学 生 に よ っ て 意 欲 や 姿 勢 に違 い は あ る が 、 そ れ は仕 方 が な い と考 え て い る。
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学校 教育 と実社 会 とのギ ャ ップを埋 め る事 が重要 で ある。」

社会 福祉 法人B社

「学生 には、福祉 作業 所、重度障害者 通所施 設 な どを複数 回って実習 させ て

い る。福祉 系学部以外 のイ ンター ンシ ップ は、 ほ とん どの学生 が就職活動 と

は別 に捉 えてい る よ うで あ り、受 け入れ側 も人 間形成 や社会勉 強が 目的だ と

認識 してい る。 た だ し、最近 の学生 は依存 的で何 が知 りたいか、 どの よ うな

目的で実習 したい かが本人か ら出て こない傾 向があ る。」

②組 織へ の波 及効果志 向企業

広告代理業C社

「当初 は、社 会貢献 になれ ば と考 えてイ ンター ンシ ップ を受 け入 れた。 しか

しス ター トしてみ る と、 当社 に とって もい ろい ろな利 点 があ るこ とに気 づい

た。 採用活動 の一環 として捉 える こともで きる し、学生 に とって広告業界や

当社 の魅 力 が どこにあ るか を知 る こともで きる。職 場 に 「新 しい風」 を吹 き

込 む こ とに もつなが る。 い ろい ろな可能性 が考 え られ るので、今後 も積極 的

に協 力 して いきたい。」

商 社D社

「イ ン ター ン受 け入 れ が若 手 の 育成 に な る こ と につ い て は 、 実 際 に受 け入 れ

て か ら気 づ い た 。 若 手 の トレー ナ ー に とっ て 良 い 体 験 に な る。 正 し く教 え な

くて はい けな い 、 嘘 は言 えな い 、 自分 な りに整 理 し直 さな い と教 え られ な い 、

お 手 本 に な る必 要 が あ る、 な どた く さん の メ リッ トが あ る。 ほ とん どの若 手

が トレー ナ ー をや りた くな い と言 うが 、 実 習 を 終 え る と 「お も しろ か った 」

と言 って くれ る。 近 年 、新 卒 採 用 が 少 な くな っ て い る ので 、先 輩 と して後 輩

に教 え る代 わ りに イ ン ター ン シ ップ で体 験 させ て い る面 もあ る。」
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③ 採用活動志 向企 業

事業所 向けサ ー ビスE社

「イ ンター ンの受 け入れ を採 用 に繋 げたい と考 えてい る。 その メ リッ トが

なけれ ば受 け入れ の負担 ばか りが大 き くな って長続 き しないだ ろ う。採 用 を

見据 えて どこかのゼ ミか ら誰 か選ん でイ ンター ンに来て もら う方が、効果 的

だ とい うことにな って しま う。

これ まで 、採 用で はま じめな人が いいか とか 、がん ば りが大切 か とか、い

ろい ろ試 行錯誤 して きたがなか なか うま くい かない。 学生 時代 に この業務 に

関す る初級 の資格 を取得 し、次の級 をめ ざす くらいの学生 を採 りたい。就職

す る と安心 して しま って勉 強 しな くな る人 が多 いので、意欲 と能力 の高い人

を採 りたい。 そのた めにイ ンター ンシ ップ を活用 したい。

実習 の指導 には2年 目の社員 があた って い る。 『学 生が就 職 した くなる よ う

に教 えな さい』 と指示 してい る。」

情 報 サ,___ビスF社

「企 業 の 業 務 処 理 に 関 わ る情 報 処 理 サ ー ビス を行 な っ て い る た め 、 営 業 、S

E、 プ ロバ イ ダ 技 術 、 ネ ッ トワー ク 技 術 、 オ ペ レー ター な ど職 種 横 断 的 な実

習 プ ログ ラム を作 成 して い る。

イ ン ター ン受 け入 れ は3年 目で あ り、今 年 度 は4大 学 か ら2名 ず っ が 参 加 し

た。 当初 は 学 生 に 関 す る条 件 をつ けず に受 け入 れ た が 、 昨 年 か らは 情 報 サ._._

ビス 業 界 に興 味 を 持 ち 、SEや プ ログ ラマ ー を希 望 す る学 生 を募 集 して い る。

学 生 が この 業 界 や 仕 事 に興 味 を持 って いれ ば 、 教 え た 内 容 につ い て 探 究 心 を

も って 取 り組 ん で くれ る。 そ の 学 生 の 探 究 心 と一 所 懸 命 さが 、受 け入 れ 側 の

充 実感 につ な が って い く。

情 報 サ ー ビス 業 界 は 、 各社 の機 能 や 組 織 ・仕 事 の違 い が わ か りに くい。 学

生 に とっ て も区別 がつ か な い の で は な い か と思 われ るの で 、 イ ン タ ー ン シ ッ

プ を通 して分 か りや す く伝 えて い く必 要 が あ る と考 えて い る。」
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以上 の よ うに、受入 企業 はそれ ぞれ の状 況 に応 じてイ ンター ンシ ップ を企

業活動 に組 み込 み、 目的 とメ リッ トを明確 に認 識 して参加 してい る。 この受

入 企業 の さま ざまな 目的 に対応す るこ とが、受 入企業 の確保 を、 さ らにイ ン

ター ンシ ップの安 定 と拡大 を可能 にす る とい えよ う。 もとよ り、就職活 動の

早期 化や 学生の 囲い込 みの よ うな、大学教 育を阻害す るイ ンター ンシ ップは

認 め られ ない。 また、イ ンター ンシ ップ を人手 不足解 消 に利 用す るよ うな企

業 が見過 ごされ てはな らない。 これ らの点 を踏 ま えた上で、受入企業 のイ ン

ター ンシ ップへ の意欲 を引 き出す ことが課題 であ ろ う。

5.イ ン タ ー ン シ ップ の成 果

(1)学 生 の学修 目標 ・企業 の受 け入れ 目的 とイ ンター ンシ ップの成果

次 に、企業 でのイ ンター ンシ ップ実習 に よって どの よ うな成 果が得 られた

か をア ンケー ト調査結 果 か ら検 討す る。 授業科 目で ある 「実社 会体 験研 究」

は、以 下の4つ の学習 目標 を掲 げて い るこ とは既 に述べた。

① 大学 で学ぶ経営 学 の諸理論 が、実社会 で どの よ うに活 か されてい るかを

研 究す る

② 自己の職 業適 性や 興味関心へ の理解 を深 め る

③ 職 業人 とな る ことへの意識 を醸成 し、働 くこ との心構 えを学ぶ

④ 社会 人 と しての基本 的なスキルや ビジネ スマナ ー を学ぶ

各 々の学修 目標 は、受入企業へ の アンケー ト調査票 にお いて①=「 実習生

による課題研 究 とその成 果」、②=「 実習生 の興味 ・適性 に対 す る自己理解」

、③=「 実 習生 の就業 意識 の向上」、④ 一 「実習 生の知識 ・意欲 ・マナー向

上」 に表 わす こ とがで きる。 さ らに、受入 企業 に とってのイ ンター ンシ ップ

の 目的が達成 され たか をあわせ て検 討す る。

図4で は 、受入企 業が 「成果 が上が った」 と考 えてい る項 目か ら順 に列挙

した。 上位4項 目は、 「実社会体験研 究」 の学修 目標 を表 わす項 目であ り、い

ずれ も6割 以上 の企 業 が成果 を認 めてい る。 さらに、5番 目には受入企 業が最
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も期 待 して い る 「神 奈川 大 学 との交 流 深 化 」 を62.5%の 企 業 が 指 摘 して お り、

学生 に とっての 目標 と企業 に とっての 目的が、 ともにあ る程度達成 され てい

る こ とが わ か る。

図4イ ン ター ン シ ップ の 成 果(n=32)

0%

実習生の就業意識の向上

実習生の興味・適性に対する自己理解

実習生の知識・意欲・マナー向上

実習生による課題研究とその成果

貴社と神奈川大学との交流深化

指導する若手社員の動機付けや成長

貴社や貴業界の認知度向上

学生の配置による職場全体の活性化

学生の意見による職場の点検・改善

卒業後に採用したい人材の見極め

社内にない知識や技術の活用3

指導にあたる社員の業務負担が増加した

受入部署の理解・協力を得るのに苦労した

プログラム作成や事務作業に忙殺された

指導にあたる社員の残業時間が増加した

顧客や取引先に迷惑が及ん煙.

zoo ao% 60% 80% 100%

国 あて はまる 囲 どち らともいえない 口 あて はま らない

な お 、 図4に お い て 下 か ら5項 目は、 受 入 企 業 に とっ て マ イ ナ ス評 価 とな る

項 目を挙 げ た 。 「指 導 に あ た る社 員 の業 務 負 担 が 増 加 した 」 を40.6%が 、 「受

入 部 署 の理 解 ・協 力 を得 るの に苦 労 した 」 を12.5%の 企 業 が 指 摘 して い る。

企 業 の負 担 を 軽 減 す る方 策 を探 っ て い く必 要 が あ る。

(2)受 入 目的 別 イ ン ター ン シ ップ の 成 果 評 価

今 年 度 の イ ンタ ー ン シ ップ 受 入 企 業 に は 、 受 入 目的 別 に3っ の企 業 グル ー

プ が 見 出 され た。 で は 、 こ の グル ー プ に よっ て 、 成 果 へ の評 価 に特 徴 が 見 出

せ る で あ ろ うか。
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表1受 け入 れ 目的 別 、 イ ンタ ー ン シ ップの 成 果

「あてはまる」 と した企業の割合

社会貢献 波及効果 採用活動

志向企業 志向企業 志向企業

(20社) (5社) (7社)

社会貢献

実習生の就業意識の向上が見られた 85,090 80.0% 85,790

実 習 生 の 知 識 ・意 欲 ・マ ナ ー な どの 向 65.0% 40.0° 85,790

上が見られた

実習生 が 自 ら設定 した課題 を探究 し、 70.09 fiO.0°/0 57.1%

ある程度の成果を得た

実習生 の、 自己の興味 ・適 性 に対す る 75.0% 80.0°0 57.1%

理解が深 まった と見 られ る

貴社と神奈川大学との交流深化に役立っ 75.09 40.0% 42.9%

た

採用

卒業後に採用 したい人材の見極めに効 帖.0% 0.0% 28.6%

果があった

貴社や貴業界の認知度が高まったと考 30.0% o.o% 14.39

え られ る

波及効果

指導にあたる若手社員の動機付けや成 35.0 80.0% 14.3

長 に役立 った

学生の配置による職場全体の活性化が 10.0°,6 20.0% 42.90

見 られ た

学生の意 見が職 場の 点検 、改善 に役 に 20.00 40.0°% 1!',

立 った

社内にはない知識や技術の活用がなさ 0.0% 20.0% 0.0%

れた

表1に 示 した よ うに 、 受 入 目的別 に分 け た各 企 業 グル ー プ は 、 各 々 の 目的

に対 す る成 果 を高 く評 価 して い る。 したが っ て 、各 企 業 はイ ン ター ン シ ップ

受 け入 れ の 目的 を 、 一定 以 上達 成 で き た と考 え て い る と見 なせ よ う。 た だ し、

採 用 活 動 志 向企 業 の 採 用 関連 項 目へ の評 価 は 、他 の企 業 グル ー プ よ りは 高 い
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もの の 、相 対 的 に低 い レベ ル に と どま る。 イ ン ター ン シ ップ と採 用 を ど こ ま

で結びつ けて考 えるかは企 業 によって異 な るであ ろ うし、そ もそ も どの程 度

の成 果が適正 で あるかは十分 に検討 され るべ き課題 で ある。 したが って、イ

ンター ンシ ップ を採用活動 と関連付 けて受 け入れ る企 業 に対 しては 、あ らか

じめ企業側 の期待水準や 、教育 と してのイ ンター ンシ ップ の特性 な どについ

て話 し合 い、相 互理解 を深 めてお く必要 が ある と思われ る。

6.イ ンター ンシ ップの効果 向上策

(1)効 果 向上策

イ ンター ン シ ップの効果 を さ らに高 め る方 策 にっ い て尋ね た。 図5に 示 し

た よ うに 、 「事 前 教 育 に お け る ビジ ネ ス マ ナ ー 習 得 強 化(56.3%)」 「実 習 先

企業 に関す る事前研 究の充実(50.0%)」 「事 前教育 にお ける注 意事項 の徹底

(46.9%)」 な ど、実 習 準備 の充 実 を望 む 声 が 高 い。

図5イ ン タ ー ン シ ップ の効 果 向 上 策(MA、n=32)

事前教育におけるビジネスマナー習得強化

実習先企業に関する事前研究の充実

事前教育における注意事項の徹底

実習生の感想 ・意見の実習先企業へのフィードバック
実習先企業における実習プログラム作成ノウハウの

充実
実習生への評価・コメントのより詳 しいフィードバック

就職活動と位置づけず幅広い研究テーマで実習
実習先企業の希望(資 格や就職希望)を 満たす実習

生の参加
就職先の業界 ・企業研究としての位置づけの強化

事前打合せ会、実習生に関する大学からの情報提供

の充実
実習先企業における全社的な受け入れ体制の整備

本学担当教員・スタッフとの連携強化

実習期間の長期化実習生
の評価 ・コメントの、大学へのより詳しいフィー

ドバック
実習先企業の相互交流の強化

実習期間の短縮化

各企業の指導担当若手社員の相互交流
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次 に、受 け入 れ 目的別 の企業 グル ー プ ごとに指摘 す る項 目の特徴 を比較す

る。① 社会 貢献志 向企 業 は、特 に 「事前 教育 での ビジネ スマナ ー習 得強化」

「事前教 育での注意 事項 の徹底 」「実 習先企業 に関 する事 前研究 の充実」 を指

摘 してお り、全 般的 な実習準備 の充実 を期待 してい る。

② 波及効果 志 向企業 は 「事前 教育 での ビジネス マナー習得 強化」 「実 習先

企 業 のプ ログ ラム作成 ノウハ ウの充 実」 を挙 げてい る。 イ ンター ンシ ップの

メ リッ トを さ らに引き出すた めに、実習 プ ログ ラムの 内容充 実 を検討 してい

る と考 え られ よ う。

③採 用活動 志 向企業 は、 「実習 先企業 の プ ログラム作成 ノウハ ウの充実」

「実習評価 の実習 生 への よ り詳 しいフ ィー ドバ ック」 「実習生 の感想 ・意 見の

実習先企業 への よ り詳 しいフ ィー ドバ ック」 を向上策 と してお り、企業 と実

習生 の相互 の情 報交換 を期 待 してい るこ とが明 らかに なった。

(2)就 職活動 との 関連性

イ ンター ンシ ップ の効果 向上策 に関す る質問 では、イ ンター ンシ ップ と就

職活 動 との 関連性 に対す る企 業の意 見 を知 るた めに、相反 す るふ たつの選択

肢 を用意 した。 す なわ ち、 「就職 先研 究 としての位 置 づ け を強化 して実習 に

臨 ませ るこ と」 と 「就職 活動 として ではな く、幅広 い研 究テーマ を設定 して

実習 に臨ませ る こ と」の二項 目で ある。

集計結果 を見 る と、① 社会貢 献志 向企業 と②組織 へ の波及 効果志 向企業 が

「幅広 い研 究テ ーマ の設定 」 を支持 してい るの に対 して、③採 用活動志 向企

業 は 「就職先 としての位 置づ け強化 」 を支持 してい る。 全体 での指摘 率は ほ

ぼ 同 じ程度 であ り、神奈川 大学経 営学部のイ ンター ンシ ップ受入企 業は、イ

ンター ンシップ と就職活動 との結びつきについて、大 き く二方向の意見を持 っ

てい る とい え よ う。
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7.今 後 の 課 題

ア ンケー ト結果 の考察 か ら、神奈川 大学経 営学部 のイ ンター ンシ ップ にお

ける今後 の課 題 にっいて検討 したい。

① 企業 の受 け入れ 目的 に応 じた対応 の充実

企 業 のイ ンター ンシ ップへの意欲 を高 めるた めには、企 業の期待 に よ り一

層応 え られ るイ ンター ンシ ップ をめ ざす必要 があ る。 大学 の役割 と教育 とし

てのイ ンター ンシ ップの位 置づ けを見据 えた上 で、た とえば、社 会貢献 志 向

企業 や波及効 果志 向企業 には学生 の研 究テーマ を よ り明確 に して実習 に臨ま

せ る、採 用活動 志 向企業 に対 して は希望 学生 に就職先 としての業界研 究 を求

め るな どの、 き め細 か い対応 が求 め られ よ う。

② 学 生への受入 企業 に関す る情報提供 を充実 させ、 ミスマ ッチを防 ぐ

学生 に とって も、受入企業 が何 を求 めてい るのかをあ らか じめ知 らせ る こ

とが重 要で ある。受 入企業 の概要 だ けでな く、受 け入れ の 目的 、過去 の実習

内容 、先輩 実習 生 の成 果報告 書や実 習 中の 日誌 な どの情報 を学 生 に提 示 し、

企業 の期待 と学生 の 目的 とのマ ッチ ングを確 実 な ものにす る必要 が ある。

③ 受入企 業 との連携 の強化

神奈川 大学経営学 部 のイ ンター ンシ ップ受入 企業 は、神奈 川大学 との交流

深 化 を強 く求 めてい るこ とが明 らか になった。 したが って、 「交流 の深化 」

の具体 的な内容 を探 り、産学連携 を強化す るこ とがイ ンター ンシ ップの拡 大

には欠 かせ な い。 また、イ ンター ンシ ップの受 け入れ に とどま らず 、 キャ リ

ア教 育全般 へ の協力 を企業 に求 め、大学 か ら社 会へ の移行 を積極 的 に支援す

る方策 を考 えてい くことが求 め られ よ う。 各企 業 か らのイ ンター ンシ ップに

関す る情 報提供 や 、職 業 ・仕 事 をテー マ と した講演 、神奈 川 大学OBに よる

体験 談紹介な ど、 さま ざまな試 みが考 え られ よ う。今 後の課題 と したい。
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イ ンター ンシ ップの効 果が 明 らか になるに したが って 、各 大学 による受入

企業 の確保 が大 きな問題 とな りつ っ ある。量的拡 大だ けで な く、一組 ずつの

企業 と学生 の組 み合 わせ が確 実 な成果 と双方 の満足 を生む よ うに努 めな けれ

ば、 プ ログラムの継続 は望 めないで あろ う。2005年 度 は受入企 業 によるイ ン

ター ンシ ップの評 価 を試 みた が、今 後 は学生 か らの プ ログラムへの評価 や意

見 の収集 も検討 し、 よ り効果的 なイ ンター ンシ ップの推進 を め ざしたい。

1文 部科 学省 「平成17年 度学校基 本調査」 に よれ ば、大学卒業者 の2004年 度

の就職 率は59.7%で 、過 去 最低 であ った2002年 度 に比 べ る と改善 され てい る

が 、1999年 度以 降 は50%代 が続 いてい る。

2厚 生 労働省 『平成17年 版労働経 済 白書』 は、15～34歳 の非 労働 力人 口の う

ち、家事 も通学 も してい ない者 を 「若年無 業者 」 と して い る。2004年 で は64

万人 であ り、2002年 か ら同程度 の高水 準が続 いてい る。 同 白書 はまた、2001

年大 学卒 業就職者 にお ける3年 以 内 に離職す る者 の割 合 は35.4%、 入社1年 以

内 の離職 率 は2003年 大学卒 業就職者 にお いて15.3%と 、 いずれ も高い水 準で

ある と してい る。

3労 働 政 策研 究 ・研 修機 構(2004)『 企 業が参 画す る若 年者 の キャ リア形成

支援 』労働政策研 究報告 書No.11.

4本 稿 の 「企業 」 とは、行 政機 関や公益 法人、福祉 団体な どを含 む もの とす

る。

5「 神 奈川大学 との交流 の深化」 は、厚 生労働省(2005)の 調査票 では 「地

元 の大 学等 との交流 の深化」、 「神 奈川大学 の学生 の就業 意識 向上 」は 「学生

の就 業意識 向上」 との表現 で あ る。 また、 「貴社 や貴 業界 の一般 的な認 知度

の向上」 「若年 者失 業率 の悪化 や無 業者 の増加 に対 す る社 会 的貢献」 に 関す

る選択肢 は厚 生労働省(2005)に はないので比較で きない。

258国 際経営 論集No.312006


